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１.東京の介護人材を取り巻く状況  
日本社会全体で人手不足が深刻化する中、介護の現場においても、職員の確保が重要で

す。景気の動向や他業種の求人状況の動向にも影響を受け、令和６年度の介護関連職種の
都内有効求人倍率は、8.13 倍と、全職業の 1.55 倍を大きく上回っています。 
 また、2025 年には、団塊の世代が 75 歳を迎え、東京都でも後期高齢者＊１の人数が 191
万人となり、前期高齢者＊２の 131 万人を大きく上回ります。今後、増え続ける後期高齢者
は、前期高齢者に比べ、要介護になるリスクが約７倍になるといわれており、介護のニー
ズが一層高まることが予測されています。東京都が実施している介護職員の需給推計では、
令和 12 年（2030 年）度には約４万７千人の介護職員の不足が見込まれます。 
令和 22 年（2040 年）にはおよそ 4 人に１人が高齢者になると推計される中、介護人材

の確保は喫緊の課題です。 
 
＊１ 後期高齢者とは 75 歳以上を指す ＊２ 前期高齢者は 65 歳〜74 歳 

 
 

参考資料 
４人に１人が高齢者となる「2040年問題」 

～外国人材の受入れを促進し、都内の介護人材の確保を～ 
 

＊平成 12 年〜平成 22 年の総数は年齢不詳を含まない 
＊１万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある 
＊年少人口：15 歳未満/生産年齢人口：15 歳以上 65 歳未満/高齢者人口：65 歳以上。 
前期高齢者人口：65 歳〜74歳/後期高齢者人口：75 歳以上 

＊総務省「国勢調査」[平成 12 年〜令和 2 年]、東京都政策企画局による推計[令和 7 年〜令和 32 年]を
基に作成 
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２.外国人介護人材の現状 
 国内で高まる介護需要に対応する
ため、外国から介護人材を確保する
必要があります。 
日本における介護分野の外国人の

在留資格には 4 つの制度があり、深
刻化する人手不足解消への対応とし
て、令和元年に介護分野の特定技能
による制度が開始しました。 
受入れを開始した令和元年以降、

継続して増加しており、令和 6 年 12
月末現在、介護分野の特定技能外国
人在留者数は全国で 44,367人、うち
東京都は 3,468 人です。 
また、その国籍をみると、インドネシアが最多となっており、次いで、ミャンマー、ベ

トナムとなっています。 
今後さらなる介護人材の不足が見込まれる中、安定的な介護サービスの供給を推進する

ため、外国人の介護人材のさらなる受入れに取り組んでいます。 
 
 
 
 

＊市町村が見込んだ将来の介護サービス等利用者数の集計結果を基に、介護職員配置率を乗じて、将来の介
護職員の需要数を推計 

＊現状の推移を踏まえ、将来の離職率、離職者のうち介護分野への再就職の割合、入職者数を推定すること
で、将来の介護職員の供給数を推計 

介護分野の外国人在留者数 

（出典）厚生労働省「外国人介護人材の受入れの現状と今後の方向性につ
いて」 

在留資格 在留者数

EPA介護福祉士・候補者
3,252人（うち資格取得者452人）

（令和７年３月１日時点）

在留資格「介護」
10,468人

（令和６年６月末時点）

技能実習
15,909人

（令和５年12月末時点）

特定技能
44,367人

（令和６年12月末時点）
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３. 都内介護事業者とのマッチングサイト「かいごパスポート Tokyo（KaiTo）」 
海外在住の外国人に向けた専用ホームページ（11 か国語対応）を設置しており、介護現

場の魅力を伝える動画や、求人情報などを見ることができます。東京の介護現場で働くこ
とに興味がある方は、本サイトから送り出し機関（※）を通じて応募することが可能です。 
また、事業者向けには、海外採用の不安や疑問を解消し、外国人介護人材の受け入れを

後押しするため、説明会や補助金の案内をしています。 
※都が認証した「送り出し機関（自国の人材を海外へ送り出すための調整機関）」に所属
する方に限ります。 

「かいごパスポート Tokyo（KaiTo）」 

    https://kaigo-passport-tokyo.jp/ 

介護分野の特定技能外国人在留者数の推移 

介護分野の特定技能外国人在留者数の国籍別内訳 


